
 

 

税金相談会の日程 
いよいよ確定申告のシーズンとなりました。例年通り、税金相

談を実施します。 

10 時～21 時まで受付の日（20 時スタートが最終） 

2 月 14（日）、15 日（月）、16 日（火）、17 日（水） 

 

10 時～16 時まで受付の日（15 時スタートが最終） 

2 月 18日（木）、25日（木）、26日（金）、28日（日）、3月 11日

（木） 

※完全予約制です。必ず予約をお取り下さい。担当：和田 

 

本部経営センターの「無料経営相談」 

経営コンサルタントが相談に乗ります。 

経営センターの会員じゃなくても OK。 
1 月 27 日（水） 午前 10 時～正午。電話予約が必要です。 

担当：和田 

 

「改正」著作権法が元旦に施行。著作権物の「ダウン

ロード」が違法になりました。 

パソコンで扱う音楽ファイルやゲーム、動画などの著作権物

について、ファイル共有ソフトなどを利用した「アップロード」に

加え、「ダウンロード」も違反の対象になりました。WinMX、

Winny、share、CABOS などソフトを問わず、著作権物をダウン

ロードすれば違法になります。また、youtube などの動画サイト

についても「見るのは OK」ですが、「保存したら NG」となるよう

です。刑事罰は盛り込まれていませんが、見せしめのために摘

発が相次ぐかもしれません。ご注意ください。 

 

青年部主催「スキー・スノボーツアー」 2 月開催！ 
とき 2 月 5 日（金）～7日（日） 

行き先 猪苗代 

会費 組合員 10,000 円  

出発 5 日（金）夜 新宿出発  

締切 2 月 1 日（月） 

担当：泉 

 

機関紙しんじゅく、群会議の話題は HP で読める！ 
毎月発行の機関紙「しんじゅく」、「群会議の話題」のバックナ

ンバーをホームページで公開しています。 

【東京土建新宿支部】で検索して、トップページのリンクからどう

ぞ。 

今月の宣伝行動 2,000円

日 時間 場所・備考
9条宣伝 1月19日 16時30分 小滝橋いなげや前

アスベスト宣伝 1月20日 18時00分 大久保駅前・分会2人

消費税反対宣伝 1月25日 17時00分 地蔵通り商店街

社保協宣伝 1月25日 16時00分 戸山ハイツ生協前  

 

無料法律相談会 
顧問弁護士がご相談に応じます 

1 月 20 日（水） 2 月 19 日（金） 

時間は午後 1時 30 分～4時 

申込みは 組合まで（３３６２）２１６１ 

 
No244 号（2010 年 1 月 8 日）東京土建新宿支部 

朝日新聞に「抗議」、毎日新聞に「訂正」の申し入れを

行いました。全建総連が。 
09年11月30日付の報道を皮切りに、朝日新聞が引き続き

建設国保を標的にした偏向報道を続けています。年の明けた

1月5日付け朝刊でも「国保組合に隠れ補助金」の見出しで全

建総連関係の国保組合に関する報道がなされました。 

これら一連の報道に対し、全建総連は 1 月 5 日に朝日新聞

東京本社編集局長へ抗議文書を送りました。 

 

朝日新聞の「思いつき報道」の中身 
 朝日新聞の主張は主に 5 つです。①国庫補助が多い、②付

加給付を行っている、③法定額を超える積み立てを保有して

いる、④労災関連の給付に違法性が高い、⑤政治的影響力で

補助を受けている、というものです。 

 この報道に対しての反論、全建総連の声明については先月

号でお伝えしたとおりです。 

 
1 月 5日付けの報道は、もう意味不明。 

 1 月 5日付け朝刊で「国保組合に隠れ補助金」の名で報道さ

れた「特別調整補助金」は、国民健康保険法第 73 条、同政令

第 5 条で明確に規定されたものです。だれも「隠して」などいま

せん。法律に明記された制度を隠れ云々と報道する朝日新聞

報道は意味不明と言わざるを得ません。 

 

毎日新聞の「誤報」について 
 1 月 3 日付毎日新聞の朝刊「ガバナンス 国を動かす」の記

事内で、「全国建設工事業国民健康保険組合（建設国保）へ

の国庫補助見直し」に続けて「建設国保に加入する全国建設

労働組合総連合」と記載しています。 

この記事ではあたかも全建総連が全国建設工事業国民健

康保険組合の傘下のように読み取れますが、両者は全く別の

団体です。この点について、全建総連は毎日新聞に対し記事

訂正を求めてます。 

 

これからも毅然と対応していきます。 
 建設産業で働く私たちの仲間はかつてない苦しみの中にい

ます。廃業、転職を余儀なくされる人も多く、自ら命を絶つ仲間

まで出ています。そうした仲間への一助となるべく、もし病気に

なってもお金の心配をせずに医療にかかれるよう、できる限り

の給付を行うことは、社会保障の理念に基づくものであり、保

険者として当然の立場です。これからも建設労働者を守る立

場から、偏向報道には毅然と対応していきます。 

 


